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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第23期

第３四半期連結
累計期間

第24期
第３四半期連結
累計期間

第23期

会計期間
自平成23年４月１日
至平成23年12月31日

自平成24年４月１日
至平成24年12月31日

自平成23年４月１日
至平成24年３月31日

売上高（千円） 4,364,297 4,925,724 6,119,062

経常利益（千円） 794,981 1,020,052 1,160,519

四半期（当期）純利益（千円） 419,114 569,244 591,380

四半期包括利益又は包括利益（千円） 406,802 596,191 572,303

純資産額（千円） 5,508,400 5,942,296 5,665,646

総資産額（千円） 6,948,743 7,239,750 7,550,665

１株当たり四半期（当期）純利益金額

（円）
8,714.67 11,856.05 12,302.23

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額（円）
8,711.59 11,815.69 12,296.35

自己資本比率（％） 75.3 80.2 71.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,030,242 423,490 1,643,486

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△493,288 △64,268 △503,055

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△369,265 △359,931 △451,889

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高（千円）
3,169,592 3,690,081 3,690,457

　

回次
第23期

第３四半期連結
会計期間

第24期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自平成23年10月１日
至平成23年12月31日

自平成24年10月１日
至平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額（円） 3,805.85 4,650.92

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

  当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

（１）業績の状況

　当社グループの当第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年12月31日）の業績は、売上高

4,925,724千円（前年同期比12.8％増）、営業利益1,030,274千円（同13.3％増）、経常利益1,020,052千円（同

28.3％増）、税金等調整前四半期純利益1,020,052千円（同28.3％増）、四半期純利益569,244千円（同35.8％増）

となりました。

　

セグメント別の業績は次のとおりであります。

　

①経営コンサルティング事業

　経営コンサルティング事業の当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高3,552,591千円（前年同期比20.5％

増）、営業利益850,639千円（同19.1％増）となりました。

　企業再生コンサルティングを中心としたコンサルティング案件の受注状況が引き続き順調であり、かつ案件の

加工作業も計画以上に順調に完了していることから、業績は前年同期比増収増益となりました。

　

②資本・株式・株主に関するコンサルティング事業 

　資本・株式・株主に関するコンサルティング事業の当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高451,543千円

（前年同期比12.7％増）、営業利益52,554千円（同137.0％増）となりました。

　ファイナンシャルアドバイザリー業務、バリュエーション業務、Ｍ＆Ａ関連業務等の案件受注が前年同期に比

べて順調であったことから、業績は前年同期比増収増益となりました。

　

③不動産コンサルティング事業

　不動産コンサルティング事業の当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高371,459千円（前年同期比12.7％

減）、営業利益93,519千円（同37.3％減）となりました。

　前年同期に比べて大型コンサルティング案件の受注が少ないことから、業績は前年同期比減収減益となりまし

たが、計画通りの業績は確保することができました。

　

④ＦＰ関連事業 

　ＦＰ関連事業の当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高368,428千円（前年同期比7.5％減）、営業利益

2,659千円（同67.8％減）となりました。

　個人マーケットでのＦＰ講座受講者数の減少、及び確定拠出年金導入企業に対するＤＣ関連研修の実施回数の

減少により、業績は前年同期比減収減益となりました。

　

⑤投資ファンド事業　

　投資ファンド事業の当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高291,107千円（前年同期比0.2％増）、営業利

益29,783千円（同103.6％増）となりました。

　事業承継ファンドであるキャピタルソリューション壱号投資事業有限責任組合の投資先１社の株式売却によ

るキャピタルゲイン実現により、営業利益を確保することができました。

　

　なお、各セグメントの売上高には、セグメント間の内部売上高109,405千円（経営コンサルティング事業35,612千

円、資本・株式・株主に関するコンサルティング事業68,587千円、ＦＰ関連事業5,206千円）が含まれております。
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（２）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結累計期間における営業活動、投資活動、財務活動による各キャッシュ・フローの状況とそれら

の変動要因は次のとおりであります。

　

（全体キャッシュ・フローの概要）

　現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前四半期純利益が1,020,052千円あったこと、営

業投資有価証券の減少額217,096千円、売上債権の減少額34,363千円等の資金増加要因があったものの、法人税

等の支払額691,129千円、その他の負債の減少額258,217千円、配当金の支払額157,567千円、少数株主への分配金

の支払額155,300千円、社債の償還による支出65,000千円があったこと等から375千円の資金減（前年同期は

167,657千円の資金増）となりました。その結果、当第３四半期連結会計期間末の資金残高は3,690,081千円にな

りました。 

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は、423,490千円（前年同期は1,030,242千円の

資金増）となりました。

　これは、法人税等の支払額691,129千円、その他の負債の減少額258,217千円があった一方で、税金等調整前四半

期純利益が1,020,052千円あったこと、営業投資有価証券の減少額217,096千円（主としてキャピタルソリュー

ション壱号投資事業有限責任組合の投資先１社の株式売却による減少）、売上債権の減少額34,363千円、その他

の資産の減少額39,686千円があったこと等によるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は、64,268千円（前年同期は493,288千円の資

金減）となりました。

　これは、投資有価証券の取得による支出50,000千円（余剰資金の運用としての債券投資信託購入）、有形固定

資産の取得による支出23,493千円があったこと等によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は、359,931千円（前年同期は369,265千円の資

金減）となりました。

　これは、少数株主からの出資受入による収入18,992千円（当社グループ運営ファンドへの当社グループ外出資

者からの出資金受入額）があった一方で、配当金の支払額157,567千円、少数株主への分配金の支払額155,300千

円（当社グループ運営ファンドの当社グループ外出資者に対するファンド分配金支払額）、社債の償還による

支出65,000千円があったこと等によるものであります。

　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（４）研究開発活動

該当事項はありません。

（５）経営成績に重要な影響を与える要因

投資ファンド事業について

　当社グループでは、投資ファンド事業としてキャピタルパートナー・二号投資事業有限責任組合、キャピタル

ソリューション壱号及び弐号投資事業有限責任組合を運営管理しており、未上場会社をターゲットとした株式

投資を行っております。そのため投資先企業の業績状況、株式評価、株式売却状況によっては当社グループの業

績に影響を与える可能性があります。

　なお、企業再生ファンドであるキャピタルパートナー・二号投資事業有限責任組合につきましては、現時点に

おいては既に投資株式の処分が進んでおり投資残高が大きく減少していることから、当組合による業績変動リ

スクは大きく低下しております。

　また、キャピタルソリューション壱号及び弐号投資事業有限責任組合につきましては、優良な中堅・中小企業

の事業承継をサポートするミドルリスク・ミドルリターンを追求するファンドであり、大手金融機関等の協力

のもと、投資リスクを最小限に抑えながら慎重に投資案件を発掘しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 157,000

計 157,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 49,740 49,740

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

当社は単元株制度は採

用しておりません。

計 49,740 49,740 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成25年２月１日以降この四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使により

発行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。
　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年10月１日～

平成24年12月31日　
－ 49,740 － 1,599,538 － 1,518,533

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    1,723 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   48,017 48,017 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 49,740 － －

総株主の議決権 － 48,017 －

　

②【自己株式等】

 平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

山田コンサルティンググ

ループ㈱

東京都千代田区丸の内

１-８-１丸の内トラス

トタワーＮ館

1,723 － 1,723 3.46

計 － 1,723 － 1,723 3.46

 （注）当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は1,706株であります。

　

２【役員の状況】

 該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。　

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平成

24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,690,457 3,690,081

受取手形及び売掛金 500,574 466,211

営業投資有価証券 441,325 224,229

商品及び製品 18,759 24,733

原材料及び貯蔵品 732 582

繰延税金資産 80,390 57,559

その他 277,598 215,103

貸倒引当金 △50,218 △51,050

流動資産合計 4,959,618 4,627,450

固定資産

有形固定資産 209,422 206,016

無形固定資産

のれん 10,299 3,862

その他 8,929 15,070

無形固定資産合計 19,229 18,932

投資その他の資産

投資有価証券 1,665,787 1,708,912

敷金及び保証金 295,723 284,001

繰延税金資産 192,865 182,028

その他 225,246 226,570

貸倒引当金 △21,053 △17,044

投資その他の資産合計 2,358,570 2,384,470

固定資産合計 2,587,222 2,609,419

繰延資産 3,824 2,880

資産合計 7,550,665 7,239,750

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 45,357 50,008

短期借入金 250,000 250,000

1年内償還予定の社債 130,000 120,000

1年内返済予定の長期借入金 186,000 186,000

未払法人税等 476,266 179,544

賞与引当金 79,662 89,285

その他 563,158 326,549

流動負債合計 1,730,444 1,201,387

固定負債

社債 130,000 75,000

その他 24,574 21,065

固定負債合計 154,574 96,065

負債合計 1,885,019 1,297,453
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,599,538 1,599,538

資本剰余金 1,518,533 1,518,533

利益剰余金 2,525,246 2,924,784

自己株式 △238,260 △234,548

株主資本合計 5,405,056 5,808,307

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △398 2,240

為替換算調整勘定 － △58

その他の包括利益累計額合計 △398 2,181

新株予約権 10,992 12,286

少数株主持分 249,996 119,520

純資産合計 5,665,646 5,942,296

負債純資産合計 7,550,665 7,239,750
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 4,364,297 4,925,724

売上原価 625,998 641,774

返品調整引当金戻入額 223 －

売上総利益 3,738,522 4,283,949

販売費及び一般管理費 2,829,451 3,253,674

営業利益 909,071 1,030,274

営業外収益

受取利息 11,481 18,986

受取配当金 2,352 2,338

為替差益 － 25,102

新株予約権戻入益 11,622 －

その他 4,551 5,270

営業外収益合計 30,008 51,698

営業外費用

支払利息 7,353 6,473

投資事業組合運用損 22,123 2,858

為替差損 34,438 －

持分法による投資損失 64,833 43,222

その他 15,348 9,366

営業外費用合計 144,098 61,920

経常利益 794,981 1,020,052

税金等調整前四半期純利益 794,981 1,020,052

法人税、住民税及び事業税 336,835 394,321

法人税等調整額 49,546 32,119

法人税等合計 386,382 426,441

少数株主損益調整前四半期純利益 408,598 593,610

少数株主利益又は少数株主損失（△） △10,516 24,366

四半期純利益 419,114 569,244
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 408,598 593,610

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,795 2,638

為替換算調整勘定 － △58

その他の包括利益合計 △1,795 2,580

四半期包括利益 406,802 596,191

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 417,318 571,824

少数株主に係る四半期包括利益 △10,516 24,366
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 794,981 1,020,052

減価償却費 25,939 27,428

のれん償却額 6,437 6,437

持分法による投資損益（△は益） 64,833 43,222

投資損失引当金の増減額（△は減少） △291,505 －

新株予約権戻入益 △11,622 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 9,088 △3,177

賞与引当金の増減額（△は減少） △73,665 9,622

返品調整引当金の増減額（△は減少） △223 －

受取利息及び受取配当金 △13,834 △21,325

支払利息 7,353 6,473

為替差損益（△は益） 34,438 △25,102

投資事業組合運用損益（△は益） 22,123 2,858

営業投資有価証券の増減額（△は増加） 467,678 217,096

売上債権の増減額（△は増加） 296,284 34,363

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,007 △5,824

仕入債務の増減額（△は減少） △12,311 4,651

その他の資産の増減額（△は増加） △61,001 39,686

その他の負債の増減額（△は減少） △110,580 △258,217

小計 1,153,408 1,098,246

利息及び配当金の受取額 9,268 22,470

利息の支払額 △6,425 △6,097

法人税等の支払額 △126,009 △691,129

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,030,242 423,490

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △13,425 △23,493

無形固定資産の取得による支出 △2,261 △11,164

投資有価証券の取得による支出 △495,987 △50,000

投資有価証券からの分配による収入 7,800 6,413

保険積立金の解約による収入 16,668 －

敷金及び保証金の差入による支出 △4,112 △3,298

敷金及び保証金の回収による収入 － 8,592

貸付金の回収による収入 － 11,380

その他の支出 △2,040 △2,698

その他の収入 71 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △493,288 △64,268

財務活動によるキャッシュ・フロー

社債の償還による支出 △115,000 △65,000

少数株主からの出資受入による収入 31,697 18,992

自己株式の取得による支出 △11,894 －

自己株式の処分による収入 － 1,474

配当金の支払額 △135,809 △157,567

少数株主への分配金の支払額 △136,203 △155,300

その他 △2,055 △2,531

財務活動によるキャッシュ・フロー △369,265 △359,931

現金及び現金同等物に係る換算差額 △31 335

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 167,657 △375

現金及び現金同等物の期首残高 3,001,934 3,690,457

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,169,592

※
 3,690,081
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　　　（連結の範囲の重要な変更）

　第２四半期連結会計期間より、山田商?咨?（上海）有限公司を新たに設立したため、連結の範囲に含めておりま

す。

　当第３四半期連結会計期間において、㈱ＴＦＰ・Ｗｅｂは山田ＦＡＳ㈱と合併したため、連結の範囲から除いてお

ります。

　

【会計方針の変更等】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した

有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

　なお、これによる当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は

軽微であります。

  

【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日）

現金及び預金勘定 3,169,592千円 3,690,081千円

現金及び現金同等物 3,169,592 3,690,081

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年５月10日

取締役会
普通株式 96,4122,000 平成23年３月31日 平成23年６月９日利益剰余金

平成23年10月20日

取締役会
普通株式 48,0061,000 平成23年９月30日 平成23年12月９日利益剰余金

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年５月８日

取締役会
普通株式 96,0142,000 平成24年３月31日 平成24年６月６日利益剰余金

平成24年11月15日

取締役会
普通株式 72,0251,500 平成24年９月30日 平成24年12月10日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　 （単位：千円）

　

報告セグメント　

合計経営コンサル

ティング事業

資本・株式・株主

に関するコンサル

ティング事業

不動産コンサル

ティング事業
ＦＰ関連事業　

投資ファンド

事業 　

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 2,905,150351,137425,357392,304290,3474,364,297

セグメント間の内部売上高又

は振替高
42,55149,258 224 6,138 － 98,173

計 2,947,702400,396425,581398,443290,3474,462,471

セグメント利益 713,68522,170149,1898,280 14,627907,953

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）　

　 （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 907,953

セグメント間取引消去 1,118

四半期連結損益計算書の営業利益 909,071

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

  該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　　

　 （単位：千円）

　

報告セグメント　

合計経営コンサル

ティング事業

資本・株式・株主

に関するコンサル

ティング事業

不動産コンサル

ティング事業
ＦＰ関連事業　

投資ファンド

事業 　

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 3,516,978382,956371,459363,222291,1074,925,724

セグメント間の内部売上高又

は振替高
35,61268,587 － 5,206 － 109,405

計 3,552,591451,543371,459368,428291,1075,035,129

セグメント利益 850,63952,55493,519 2,659 29,7831,029,156

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

　 （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 1,029,156

セグメント間取引消去 1,118

四半期連結損益計算書の営業利益 1,030,274

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

  該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 8,714円67銭 11,856円5銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 419,114 569,244

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 419,114 569,244

普通株式の期中平均株式数（株） 48,093 48,013

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 8,711円59銭 11,815円69銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 17 164

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。　

２【その他】

　平成24年11月15日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(１）配当金の総額………………………………………72,025千円

(２）１株当たりの金額…………………………………1,500円

(３）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成24年12月10日

（注）平成24年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２５年２月１３日

山田コンサルティンググループ株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 関谷　靖夫　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 原山　精一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている山田コンサル

ティンググループ株式会社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計

期間（平成２４年１０月１日から平成２４年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２４年４月１日か

ら平成２４年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、

四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任　

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、山田コンサルティンググループ株式会社及び連結子会社の平成２４年１

２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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